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その一方で、カナダの総人口は 3534万 4962人（2014年 1月現在）と他の大国と比べて非常
に少なく、日本の総人口（1億 2729.5万人、2014年 4月 1日現在）と比べても 1／4程度（27.6％）、





直轄地であり、その権限は連邦法によって規定されている点に注意されたい 1。この表 1 からわ
かるように、カナダの人口は主に 4 つの州（オンタリオ州、ケベック州、ブリティッシュ・コロ
ンビア州、アルバータ州）に集中し、それらの州では面積も相対的に大きいが、それでも人口密










                                                   
1 カナダの政治体制については、財政制度等審議会・海外調査報告書（2007 年 6 月）第 2 章第 4 節（カナダ）
（ http://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/report/kaigaichyosa
1906/kaigaichyosa1906_11.pdf）を参照した。 
2 人口密度は各国統計局の HP、帝国書院 HP（http://www.teikokushoin.co.jp/statistics/world/index03.html）に
基づく。 
 http://www.ide.go.jp 

























Canada 35,158 9,984,670 3.52
Newfoundland and Labrador 527 405,212 1.30
Prince Edward Island 145 5,660 25.65
Nova Scotia 941 55,284 17.02
New Brunswick 756 72,908 10.37
Quebec 8,155 1,542,056 5.29
Ontario 13,538 1,076,395 12.58
Manitoba 1,265 647,797 1.95
Saskatchewan 1,108 651,036 1.70
Alberta 4,025 661,848 6.08
British Columbia 4,582 944,735 4.85
Yukon 37 482,443 0.08
Northwest Territories 44 1,346,106 0.03
Nunavut 36 2,093,190 0.02
（出所）Statistic Canada,Natural Resource Canadaより筆者作成。
（注）人口は2013年7月1日現在、面積は2005年2月1日更新データに基づく。
 http://www.ide.go.jp 



























































2011年 対2006年比 2011年 対2006年比 2011年 対2006年比
戸 ％ 千ヘクタール ％ ヘクタール ％
カナダ 205,730 -10.3 64,813 -4.1 315 6.9
ケベック州 29,437 -4.0 3,341 -3.5 113 0.4
オンタリオ州 51,950 -9.2 5,127 -4.8 99 4.7
マニトバ州 15,877 -16.7 7,294 -5.5 459 13.4
サスカチュワン州 36,952 -16.6 24,940 -4.1 675 15.1
アルバータ州 43,234 -12.5 20,436 -3.1 473 10.7
太平洋岸 ブリティッシュ・コロンビア州 19,759 -0.4 2,611 -7.9 132 -7.4
ニューファンドランド・ラブラドル州 510 -8.6 31 -13.5 62 -5.0
プリンス・エドワード・アイランド州 1,495 -12.1 241 -4.1 161 9.0
ノヴァスコシア州 3,905 2.9 412 2.2 106 -0.4
ニューブランズウィック州 2,611 -5.9 380 -4.0 145 2.0
































 カナダ生産農家による販売収入の特徴を明確にするため、図 2では収入源泉別の農家販売額 5の
変遷について示した。図 2に示されるように、家畜・酪農からの販売額は漸進的に増加し、2000
年代前半まで作物栽培からの販売額を金額的に上回っていた。しかしながら、2007年の世界的な
                                                   
4 5 品目に関する農産物価格の安定化の仕組みと CETA・TPP 交渉の動向については、『国際農業・食料レター』
2013年 11月号、および松原（2013）を参照した。 




カナダ 49,613 12,577 36,386 3,470 4,484 61,692 8,253 7,946
ケベック州 9,069 5,915 3,154 1,515 718 3,849 1,414 1,397
オンタリオ州 11,141 4,036 7,105 1,235 1,619 15,818 1,548 2,372
マニトバ州 4,485 333 4,152 318 253 6,618 94 259
サスカチュワン州 7,455 141 7,314 66 115 22,195 112 226
アルバータ州 12,507 485 12,022 193 339 12,692 151 826
太平洋岸 ブリティッシュ・コ
ロンビア州
3,166 587 2,579 83 1,191 271 3,367 1,934
（出所）Statistics Canada, 2011 Census of Agricultu reより筆者作成。
果樹・ナッ














図 2 源泉別の農業販売額の変遷 
 
   （出所）Statistics Canada (Table 002-0001 - Farm cash receiptsStatistics)より筆者作成。  
 































1980年の 6.2％から 2012年には 11.4％とほぼ倍増している 6。 
 























7 「菜種生産の限界に挑むカナダ」（『植物油 INFORMATION』第 89号（日本植物油協会、2014年 2月 17日発
行））http://www.oil.or.jp/info/89/index.htmlに基づく。 
1980年 1990年 2000年 2010年 2012年 1980年 1990年 2000年 2010年 2012年
作物栽培 69.8 88.8 129.7 223.0 298.8 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
小麦 27.7 27.0 23.5 29.3 51.5 39.8 30.4 18.2 13.1 17.2
オート麦 0.5 0.8 2.0 4.0 5.2 0.8 0.9 1.5 1.8 1.7
大麦 5.5 5.5 4.8 4.8 7.1 7.9 6.1 3.7 2.1 2.4
キャノーラ 6.7 7.9 15.6 55.5 82.3 9.7 8.9 12.0 24.9 27.5
大豆 1.8 2.6 6.8 15.4 24.4 2.6 2.9 5.2 6.9 8.2
トウモロコシ 4.7 5.2 6.8 15.6 26.7 6.7 5.9 5.2 7.0 8.9
ジャガイモ 2.1 4.0 6.8 9.8 10.1 3.0 4.5 5.3 4.4 3.4
花卉 2.8 9.1 14.2 17.8 10.5 4.0 10.3 10.9 8.0 3.5
野菜 3.6 7.1 13.0 21.0 22.0 5.2 8.0 10.0 9.4 7.4
家畜・酪農 83.2 112.7 171.0 188.9 208.7 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
牛 32.2 36.3 60.6 55.4 57.9 38.7 32.2 35.4 29.4 27.8
養豚 14.0 20.2 33.6 33.7 38.2 16.9 17.9 19.6 17.8 18.3
乳製品 20.2 31.5 40.3 55.2 59.2 24.2 28.0 23.6 29.2 28.4
養鶏 5.2 9.7 13.7 19.6 23.7 6.2 8.6 8.0 10.4 11.4
（出所）Statistics Canada  (Table 002-0001 - Farm cash receiptsStatistics)より筆者作成。
粗収益額（億カナダドル） 構成比（％）
 http://www.ide.go.jp 




表 5 カナダの主要農作物の生産動向 
 
 
図 3 小麦とキャノーラの国際価格の動向 
 
（出所）小麦は Gulf-FOB価格（ Index Mundi, ihttp://www.indexmundi.com/）、キャノーラは Basis in Store 
Pacific Coast価格（Canola Council of Canada, http://www.canolacouncil.org/）を利用して筆者作成。  
 
 2012年には北米で大規模な干ばつが発生したため、カナダの小麦生産は伸び悩み、キャノーラ




として単収の大幅増（同 35.4％増、作付面積自体は 4.4％減）を通じて増産が実現した。 




1960年 1,411 25 421 66 302 615 3 14 100 1,959
1970年 902 165 889 263 891 544 4 28 83 2,446
1980年 1,929 248 1,140 575 1,281 291 8 69 88 2,317
1990年 3,210 327 1,344 707 702 269 21 26 126 94 3,262
2000年 2,654 571 721 1,323 695 589 340 91 286 270 82 2,392
2010年 2,330 302 1,279 763 1,204 897 245 200 302 444 51 2,930
2011年 2,529 417 1,461 789 1,136 899 316 157 250 447 70 2,774
2012年 2,721 463 1,387 801 1,306 1,007 281 154 334 509 60 2,526


























































































































































図 4 カナダにおける小麦の生産・輸出・在庫状況 
 
（出所）USDA PSD Onlineより筆者作成。 
 
図 5 カナダにおけるキャノーラの生産・輸出・在庫状況 
 

















































公社（crown corporation）であるカナダ小麦ボード（The Canadian Wheat Board、以下 CWB
と略称）が、2012年まで小麦と大麦の販売を独占的に管理してきた（ただし 1998年以降は公社
ではなく、shared governanceのもとで穀物流通を管理）。 

















                                                   
9 CWB設立の歴史的経緯や CWB改革の動向については、松原（1995）、松原（2009）、松原（2013）、CWBの
HP (http://www.cwb.ca/) 、 Mapleleafweb.com 
(http://www.mapleleafweb.com/features/canadian-wheat-board)に依拠した。 
 http://www.ide.go.jp 
























て 2012年 8月 1日から CWBによる独占廃止と小麦・大麦の販売選択制が導入されるに至った。
そして CWBに対しては、私有化（あるいは廃止）に向けて 5年間の猶予期間が設定されること
となった。 

































743, pp. 46-50。 
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